
（自　平成25年4月1日　　　至　平成26年3月31日）

（単位：千円）

会 費 50,830 総 務 費 27,522

入 会 金 300 事 業 費 25,744

そ の 他 16,630 諸 支 出 金 11,905

予 備 費 0

前期繰越収支差額 16,153 次期繰越収支差額 18,742

合 計 83,913 合 計 83,913

収 入 の 部 支 出 の 部

平 成 25 年 度 一 般 会 計 収 支 決 算 書 ( 要 旨 ）



（平成26年3月31日　現在　）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

Ⅰ流動資産 19,572 Ⅰ流動負債 830

Ⅱ固定資産 201,433 Ⅱ固定負債 67,887

差引正味財
産

152,289

合 計 221,005 合 計 221,005

資 産 の 部 負 債 の 部

平 成 25 年 度 一 般 会 計 貸 借 対 照 表 ( 要 旨 ）



（自　平成25年4月1日　　　至　平成26年3月31日）

（単位：千円）

科 目 合 計

平 成 25 年 度 一 般 会 計 正 味 財 産 増 減 計 算 書 ( 要 旨 ）

Ⅰ増加の部

1.経常収益

増　加　額　合　計

Ⅱ減少額合計

1.経常費用

減　少　額　合　計

当　期　正　味　財　産　増　減　額

前　期　繰　越　正　味　財　産

期　末　正　味　財　産　合　計　額

67,760

67,760

68,207

68,207

△ 447

152,736

152,289



平成 26 年度事業計画 

 

1. 総務部に関する事項 

  （1）会務運営の効率化と事務の合理化の推進 

  （2）会員の品位保持に関する指導 

  （3）支部の育成、強化 → 支部組織編成の再考（グループ制、ブロック制の導入） 

  （4）調査士法違反に関する調査 

  （5）ＡＤＲ認定調査士による定期無料相談の実施 

  （6）会員相談業務体制の充実 

  （7）連合会の調査研究結果の周知 

  （8）関係官公署との連絡協議 

  （9）他会、友好団体との連絡協調 

  （10）会員に関する調査、統計 

  (11) 関係法令の調査、研究及び諸規制の検討 

   (12) 茨城県自由業団体連絡協議会（八士会）による無料相談会の開催 

  (13) 表彰規程に基づく会員の表彰 

  (14) 茨城土地家屋調査士政治連盟との連絡調整 

  (15) 茨城建設関連団体連合会・茨城県自由業団体連絡協議会との連絡協調 

  (16) ＣＰＤ（専門職能継続学習）の管理運用 

  (17) 青年土地家屋調査士会の支援 

  (18) 災害協定（災害時家屋被害認定調査に関する行政との協定)の推進 

（19）四県会議の開催 

（20）諸規程集発行 

 

2. 財務部に関する事項 

（1）会費等の徴収 

（2）適正かつ効率的に予算を執行 

（3）資産の管理（不動産及び動産） 

（4）図書及び用品の斡旋、頒布 

（5）会員の親睦行事への助成 

（6）国民年金基金及び各種保険等への加入促進 

 

3. 業務部に関する事項 

(1) オンライン申請促進 

(2) 調査・測量実施要領 改訂版の周知徹底 

(3) 93 条調査報告書の改定 研修会の実施 

 (4) 日調連 業務部会・社会事業部会の取組みに沿った活動 

 (5) 地図混乱地域 調査研究、法務局への提言 



 
 

(6) 街区基準点 使用承認申請と報告 

(7) 登記基準点に関する事項、公嘱協会との連絡協調 

 (8) 基線場運営・管理 

(9) 境界問題解決支援センターいばらき 運営協力 

    (10) 支部無料相談会 支援 

 

4. 研修部に関する事項 

（1）本会において研修会を行なう（2 回の予定） 

（2）本会において新入会員を対象の研修会を行なう 

（3）関ブロ新人研修会の運営 

（4）土地家屋調査士特別研修の運営協力 

(5) 支部その他の研修への協力 

(6) ＣＰＤ（専門職能継続学習）の運用協力 

 

5. 広報部に関する事項 

   （1）外部広報に関する事項 

     ①調査士の知名度を上げるツールの企画及び作成、配布 

    ②高校出張授業の実施 

③つくば国際ウオーキング大会の協力 

        ④相談会の効果的な PR により相談者の増加と調査士の知名度アップ 

    ⑤調査士受験者の減少を止める企画を各部と協力し実現 

    (2) 内部広報に関する事項 

    ①季報の効率的発行 

    ②ホームページ情報の鮮度を上げ、季報とのリンクを図る 

 （3）会報の編集及び発行・に関する事項 

       ①土地家屋調査士業務の充実に関する情報の収集と発信 

       ②経済・社会情勢からみた土地家屋調査士制度に及ぼす意義等の情報発信 

 



（自　平成26年4月1日　　　至　平成27年3月31日）

（単位：千円）

会 費 50,040 事 業 費 33,050

入 会 金 350 総 務 費 37,735

そ の 他 16,705 諸 支 出 金 1,681

投 資 活 動 12,300

予 備 費 1,071

前期繰越収支差額 18,742 次期繰越収支差額 0

合 計 85,837 合 計 85,837

収 入 の 部 支 出 の 部

平 成 26 年 度 一 般 会 計 収 支 予 算 書 ( 要 旨 ）


